
 KOBE BUSSAN CO．，LTD.   

平成 28 年 4 月 8 日 

各 位 

会 社 名  株 式 会 社 神 戸 物 産 

  (コード番号：3038  東証第 1 部) 

代 表 者 名  代表取締役社長 沼田 博和 

問 合 せ 先  経営企画部門 部門長 坂本 匡浩 

  T E L   0 7 9 – 4 9 6 – 6 6 1 0 

 
 
 

 

当社連結子会社(株式会社ジー・テイスト)による 

株式会社活性化本舗さぬきの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 
 

当社連結子会社である株式会社ジー・テイスト(JASDAQ:コード番号 2694)は、本日別添資料のとおり、

株式会社活性化本舗さぬきの一部株式を取得し、子会社化することについて公表いたしましたのでお知

らせいたします。 

なお、本件による当社の平成28年10月期の連結業績に与える影響は軽微なものと予想しております。 

 

 

記 

<添付資料> 

「株式会社活性化本舗さぬきの株式取得（子会社化）に関するお知らせ」  

(平成 28 年 4 月 8 日公表 株式会社ジー・テイスト) 

 

以 上 
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平成 28年４月８日 

 

各   位 

会 社 名  株式会社ジー・テイスト 

代表者名  代表取締役社長    杉本 英雄 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード番号   2694   ） 

問合せ先  取締役管理本部長 稲角 好宣  

（  TEL． 052  －  910  －  1729  ） 

 

 

 

株式会社活性化本舗さぬきの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28年４月８日開催の取締役会において、株式会社活性化本舗さぬきの一部株

式を取得し、子会社化することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

 株式会社活性化本舗さぬきは、現在外食店舗（塩がま屋）を香川県綾歌郡宇多津町に１店舗展

開しております。当社は、四国エリアに外食店舗を 10店舗展開しておりますが、今後さらに四国

エリアの強化のためにこの度、この株式の取得をすることといたしました。この株式の取得によ

り、店舗運営、店舗立地開発等の新たな拠点としての相乗効果が期待でき、当社グループの店舗

展開の向上を実現できるものと考えております。 

 

２．株式会社活性化本舗さぬきの概要 

（１）名 称 株式会社活性化本舗さぬき 

（２）所 在 地 香川県綾歌郡宇多津町浜六番丁 86番地 14 

（３）代 表 者 の 氏 名  代表取締役 中井 保輝 

代表取締役 小池 孝明 

（４）事 業 内 容  飲食店の経営、コンサルティング事業 

（５）資 本 金 13,700千円 

（６）設 立 年 月 日  平成 24年４月５日 

（７）大 株 主 及 び 持 株 比 率  小池 孝明 62.8％、渡辺 満子 21.9％、他２名 
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（８）上場会社と当該会社との間の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 25年３月期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 

純資産 ５百万円 ３百万円 ２百万円 

総資産 ５百万円 ７百万円 ６百万円 

１株当たり純資産 91,435.17円 65,155.49円 25,807.70円 

売上高 ０百万円 ４百万円 ６百万円 

営業利益 △０百万円 △１百万円 △４百万円 

経常利益 △０百万円 △１百万円 △５百万円 

当期純利益 △０百万円 △１百万円 △５百万円 

１株当たり当期純利益 △25,035.64円 △26,279.68円 △65,894.15円 

１株当たり配当金  － － － 

 

３．株式取得の相手方の概要 

（１）氏名  小池 孝明 

（２）住所  香川県綾歌郡宇多津町 

（３）上場会社と当該個人の関係  上場会社と当該個人との間には、記載すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

４．取得株式数、取得前後の所有株式の状況 

（１）異 動 前 の 所 有 株 式 数   ０株 

（２）取 得 株 式 数   85株（議決権の数：85個） 

（３）取 得 価 額   850万円（アドバイザリー費用等なし） 

（４）異 動 後 の 所 有 株 式 数   85株 

（議決権の数：85個） 

（議決権所有割合：62.0％） 

 

５．日程 

  平成 28年４月８日  ：株式取得日 

 

６．業績に与える影響について 

   本件が当社の連結業績に与える影響は軽微でありますが、開示すべき事項が発生した 

場合は、速やかに開示いたします。 

 

以上 


